
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 2年度 事 業 報 告 書

墨菫」ヒ塑腱歴コL塗i△因虹笙」國巨塗コ:究匠五

1 事業の成果

東日本大震災後に発生している医療問題を中心に研究論文を作成、医療専門誌で発表を行った。特に都
内などにも多い避難者の慢性疾患、外国人向けの海外発表に力を入れている。本年は特に一年間を通じて

新型コロナウイルスが震災とどのような類似性があるかを中心に研究した。
費用は主に、論文進行事務の給与と、論文の翻訳及び掲載料、研究地域への交通費に利用した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【4,455】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

東 日本大震災
後の医療と健
康に関する研

究事業

研究・論文作成
10月 ～3
月頃

福島・都
内

1人アル
バイ ト等

東 日本大
震災に関
わ り、日
本および

都内にお
いて健康
に関心の

ある方

研究誌及
びマスコ

ミを通 じ
て発表
提供先メ
ールマガ
ジンは購
読者 5万
人

2,455 千
円

研究論文の投稿による発
表
研究発表会
英語翻訳発表

12月 等 都 内
2人いず

れも医師

論文投稿

のほか、

学会発表

都内で開
催のオー
プンな学
会、延ベ

参加人数
400人程
度

胃
ЮO千

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上二場合)

金  額

8,956,680
8,956,6810

受取寄附金

受取補助金

受取利息

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1,017

17
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8.957.697

862,532
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3,593,4161

4.455.9`
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荷造運賃
接待交際費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
法定福利費

外注費
旅費交通費
通信費
消耗品費
新聞図書費
支払手数料
寄付金

諸会費
租税公課

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

318,1009

0

232,574
12,000

835
72,600

318,

4.773.957
4.183.74(減 額 A期  経

C D当 即l」隆 `
.増  滅 1
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和02年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人医療・健康社会研究所

彗 目 令  輌 小 計・ 合 計

現金預金

未収金

棚卸資産

両運搬具

什器備品

ソフトウェア

借地権

3
敷金
長期貸付金

20,333,799
0

0

20,333,799

2Q333,7
・ ニニ_二

=ニ
ニ_L_‐ニニ_

0

0

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 20,333,799

未払金

2

長期借入金
退職給付引当金

555,319
555;319

555.31

0

0

555.311

ミ可
~T両

部
正味財産額 15,594,740

財産増減額 4.183,740

1 計 19.778.4

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 20,333,799

色 債 の 都

]卜  G)十 (4〕
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28

令和 2年度  計算書類の注記
特定非営利活動法人医療・健康社会研究所

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議

会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法
(2)固定資産の減価償却の方法

定額法
(3)引 当金の計上基準

現在引当金は無い
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし
受けた場合は、施設の提供等の物的サービスの受入れを、活動計算書に計上し、算定方法は「3.施設の提供

等の物的サービスの受入の内訳」に記載する
(5)消費税等の会計処理

税込

2.事 業別損益の状況

事業 事業部門計 管理部門 合計

東日本大震災
後の医療と健
康に関する研

究事業

事業 事業科 目

8,956,680

1,017

8,956,680

1,017

′
０

Ｆ
Ｄ

ＡＶ
ｎ
Ｖ

６
００^8,

1,017 8,957,697ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ 8,956,6808,956,680

ｎ

Ｖ 803,850803,850803,850

ｎ

ｖ 803.850ｎ

ｖ
ｎ

Ｖ 803,850803,850 ｎ

ｖ

58,682
0

624,666
229,130

５

４

１

０

０

０

０

０

０

０

５

９

７

０

４

４

６

０

６

９

３

０

５

５

３

９

４

１

２

８

232,574
12,000

835
72,600

58,682
0

624,666
229,130
456,455

1,159,494
233,671
890,000

0

0

232,574
12,000

835
72,600

58,682

624,666
229,130
456,455

1,159,494
233,671
890,000

ｎ

Ｖ 3,652,098 318,009 3,970,103.652,098 ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

4.773.957ｎ

Ｖ 4,455,948 318,0094,455,948
ｎ

ｖ

4,500,732 -316,992 4,183,7404.500,732 ｎ
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ｎ
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I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4・ 事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

人件費計
(2)そ の他経費

法定福利費
外注費
旅費交通費
通信費
消耗品費
新聞図書費
支払手数料
寄付金
奨学金
荷造運賃
接待交際費
諸会費
租税公課
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金 額
ｎ

ｖ

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は19,778,480円 ですが、そのうち0円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は19,778,480円 です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項
事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、退職給付費用、福利厚生費及び旅費交通費
については従事割合に基づき按分します。
その他の事業に係る資産の状況

なし

７
・

8

内容 | 期 首残 高 期 末残 高 :[■ロヨ

合計

科 日 取 得 減 少
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ｖ
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ｖ

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

期 首残 高
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ合計

科 目
計算書類に

計上 された
0箱

内役員及び

近親者 との
■弓|

ｎ

ｖ
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

(活動計算書)

内装施工

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人医療・健康社会研究所

命 輌 ′1ヽ 計 計

質  座 部

現金預金
手元現金
新生銀行普通預金
ゆうちょ銀行普通預金

販売用寄附物品

298,927
18,748,536
1,286,336

20,333,799

0

0
0

車両運搬具
事業用車両

パ ソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権

敷金

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 2C).333,799

【[ |-1】 」員 の  都

未払金 555,319
555,319

0

長期借入金 0

0

...(a、 . ‐  .‐ ‐lⅢ・
=:■

―:・

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 555,319

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 19,778,480

E證 ヨ 日



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

盤塵塵墨堕勘二墨型ヒ」建慶担塗コE窒駈

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

監事

(ツ ボクラ マサハル) 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年 月坪倉 正治

2
/´

~｀
ヽ

く里多ノ監事
(オザキ アキヒコ) 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年尾崎 章彦

3
⌒

里ヽ三ノ監事
(モ リタ トモヒロ) 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日森田 知宏

4 理事

(セ キヤ カズキ) 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日関家 一樹

5 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

´
０ 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

8 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

9 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

10 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人医豊上建重社金壼究亜

氏   名 住 所 又 は 居 所

１
■ 坪倉正治

2 尾崎章彦

ｎ
Ｊ 森田知宏

4 関家一樹

Ｆ
０ 嶋田裕記
ハ
０ 宮坂政紀
７
〓 津田健司
只

） 森田麻里子
Ｑ

） 森甚一

10 山本佳奈


